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県内市町村において AI-OCR･RPA の導入が進み、効果も確認されたことか

ら、さらなる導入を進めるため、検討手順を確認するとともに経費面、運用面の

課題について整理する。 

 

 

 

 

○  AI-OCR・RPA 等の IＣT を導入する目的は、「業務の効率化」であり、現

状の手順を ICT 化するのではなく、業務分析（BPR）により最も有効な手

段により業務の効率化を図ることが重要となるため、以下のとおり業務分析

（BPR）の手順を示す。 

 

 

 

  

⓵ 効率的でない業務があるのか、現状を把握する。 

（効率的でない業務の例） 

・ 人の判断が不要 

・ 単純な反復入力又は複写貼付 

・ 一定の頻度で実施 

・ １回の処理量が多い 

 

⓶ 効率的でない業務を改善するための方法を考える。 

A) 「業務をやめる（廃止する）」ことを検討する。 

 ・例えば、資料Ａを転記して資料Ｂを作成しているが、そもそも、資料Ａ

に一定の情報を付加するだけで、資料Ｂと同等になるのならば、資料Ｂ

は作成不要となるのではないか。（資料Ａを改版する。） 

 

B) 必要な業務であるならば、「業務手順や方法を見直す」ことを行う。 

・不要な書類や重複入力など効率的でない業務の見直しを行う。 

・手順や方法は、長年慣れ親しんでおり、見直すことに抵抗があるかもし

れないが、効率的でない業務である以上、見直し検討を行うことは必須

となる。 

 

２ 業務分析（BPR）の手順 

１ ＩＣＴ導入の目的 
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C) さらなる効率化のために、システム導入、ＡＩやＲＰＡの導入、エクセ

ル等のマクロの利用など、有効な手段を検討する。 

・ 最も有効な手段は何なのか、費用対効果も含めて検討する必要がある。 

 

 
 

 

 

○ 一般的な方法は「ノードロックライセンス方式」という。 

 

・RPA インストール端末上でライセンスを管理し、 

インストールした端末のみ RPA が利用可能となる。  

・インストール端末数分のライセンスが必要。 

 

○  ノードロックライセンス方式は、RPA を実行する端末毎にライセンスを

調達する必要があるため、費用がかかることが課題である。 

 

 

 

 

○  RPA の費用対効果を高める手段として、以下の対応方法が考えられる。 

ただし、各市町村においては、使用許諾に応じて、それぞれの方式が使える

か確認することが必要である。 

 

対応方法１：リモートデスクトップ 

 

・ノードロックライセンス方式の RPA 専用端末を手配し、遠隔操作により

RPA を実行する。 

・遠隔操作することにより、RPA インストール端末以外のパソコンからも

RPA を実行でき、ライセンス数を抑えられ、経費削減につながる。 

 

例えば、右図の場合、通常は、パソコン４台に対する 

ライセンス 4 つが必要となる。 

しかし、リモートデスクトップを使用することにより、 

ライセンス数は、RPA専用端末分の 2 つに抑えられ、 

必要なライセンス数を抑制できる。 

 

 

 

１ 課題 

２ 対応方法 
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対応方法２：フローティングライセンス方式 

 

・何台もの PC に、購入したライセンス数の範囲内で同時に RPA を起動で

きる。 

・同時利用する端末数分のライセンスが必要となる。 

・ライセンス管理サーバ上でライセンスを一括管理するため、どの端末から

も RPA を実行できるというメリットがある。 

・仮想環境が必要となるため、ノードロックライセンス方式に比べ高価であ

るが、複数の台数で同時に RPA を使う場合は有効な方法となる。RPA の

導入が進み、多くの職員が広く使う場合は安価となる。 

 

例えば、右図は、フローティングライセンスを 2つ 

購入した場合であり、同時に 2名がRPA を利用できる。 

3 台目からは起動することができないため、他の人 

がライセンスを開放するのを待つ必要がある。 

フローティングライセンス方式を使うことにより、 

サーバにインストールしたライセンス数分同時に利 

用することができる。 

 

 

 

 
 

○  RPA のシナリオを作成できる職員が少ないため、シナリオ作成を誰に任

せるかが課題となる。 

 

 

 

 

○ 業務所管課が対応する場合 

・メリット 

原課においてシナリオ作成スキルがある場合、迅速な RPA シナリオの

作成修正への対応が可能である。 

・デメリット 

スキルを養成しても、人事異動で瓦解する可能性がある。また、属人的

にシナリオが作成されると、ある時点から誰も修正できずに、利用され

なくなる可能性がある。研修等の強化やシナリオ作成ルールの徹底が考

えられるが、継続は困難である。 

 

１ 課題 

２ 対応方法 

 
RPARPA
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○ 情報政策担当課が対応する場合 

・メリット 

シナリオ作成ルールの遵守や、スキル養成の局所化、急なシナリオ修正

にも対応が可能である。 

・デメリット 

情報政策担当課の業務が集中し、制度改正等あった場合、逐次対応が必

要となる。 

 

○ 外部委託により対応する場合 

・メリット 

シナリオ作成が正確である。 

・デメリット 

経費がかかる上に、急な制度改正への対応が困難となる。 

 

○  これらを踏まえて、各市町村においては、職員数や職場環境等市町村の実

情に応じた検討が必要である。 

 

 【地方自治体の RPA のシナリオ管理】 

令和元年度「地方自治体における AI・RPA の実証実験・導入状況等調査」より  

※全都道府県、市区町村が対象 

 


